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自治体における緊急雇用対策に関する要請書
地方自治の充実・発展にご尽力されている貴職に対しまして、心より敬意を表します。

　さて、急激な景気悪化を背景に、地域の雇用情勢は一段と深刻な状況となっており、地域雇用確保にむけて、自治体が果たす役割は極めて重要になっています。
すでに、年末・年始にむけた離職者対策として特別交付税措置や来年度の地方交付税の増額分として「地域雇用創出推進費」が盛り込まれていますが、当面、雇用対策を自治体の最重要課題として、こうした財政措置を充実・強化することが極めて重要と考えます。
つきましては、自治体が行う緊急雇用対策等として、以下の取り組みについて要請いたします。

記

1、年末・年始等の雇用対策にかかる業務については幅広い事業に対して財政措置を認めること。

2、自治体が行う当面の緊急雇用対策に十分な財政支援措置を講じること。

3、今後の厳しい経済動向を踏まえ、雇用、住宅確保対策、セーフティネット施策に対する財政措置を継続すること。
